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全
て
の
管
理
組
合
が
対
象
に

昨
年
９
月
９
日
公
布

の
同
法
改
正
法
で
、個
人

情
報
の
取
り
扱
い
量
が

少
な
い
事
業
者
を
適
用

除
外
と
し
て
い
た
規
定

（
第
２
条
３
項
５
号
）
が

廃
止
さ
れ
た
。

そ
れ
に
伴
い
、
過
去
６

カ
月
以
内
に
５
０
０
０

人
以
下
と
い
う
人
数
要

件
を
設
け
て
い
た
施
行

令
（
第
２
条
）
も
廃
止
す

る
こ
と
に
な
り
、
先
月
施

行
令
改
正
の
政
令
案
が

公
表
さ
れ
た
。

法
令
は
公
布
か
ら
２

年
以
内
、
来
年
９
月
９
日

ま
で
に
全
面
施
行
さ
れ

る
。「

個
人
情
報
取
扱
事

業
者
」
と
は
、
個
人
情
報

を
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
化
し

て
事
業
活
動
に
利
用
し

て
い
る
者
。
法
人
や
営

利
・
非
営
利
の
区
別
は
な

く
、
デ
ー
タ
ベ
ー
ス
に
は

名
簿
も
含
ま
れ
る
。
管

理
組
合
員
、
居
住
者
、

要
援
護
者
等
の
名
簿
を

作
成
・
利
用
し
て
い
る

管
理
組
合
、
自
治
会
・

町
会
・
防
災
会
等
の
団

体
も
法
の
適
用
対
象
に

な
る
形
で
、
個
人
情
報

保
護
委
員
会
は
「
管
理

組
合
や
自
治
会
も
『
個

人
情
報
取
扱
事
業
者
』

に
な
る
」
と
指
摘
す
る
。

こ
れ
ま
で
情
報
取
り

扱
い
量
が
５
０
０
０
人

以
下
の
場
合
は
「
適
用

除
外
」
扱
い
を
受
け
て

き
た
が
、
こ
の
ル
ー
ル

が
廃
さ
れ
た
た
め
、
管

理
組
合
は
全
て
「
個
人

情
報
取
扱
事
業
者
」
に

な
る
、
と
い
う
わ
け
だ
。

「
個
人
情
報
取
扱
事

業
者
」
は
、
取
得
し
た

個
人
情
報
を
ど
ん
な
目

的
で
使
用
で
き
る
の
か

で
き
る
限
り
特
定
し
、

正
確
か
つ
最
新
の
内
容

に
保
つ
よ
う
努
め
た

り
、
デ
ー
タ
の
漏
え
い

や
毀
損
（
き
そ
ん
）
の

防
止
な
ど
の
安
全
管
理

に
つ
い
て
必
要
な
措
置

を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
、
と
い
っ
た
義

務
を
負
う
。

違
反
行
為
に
対
す

る
直
接
の
罰
則
は
な

い
が
、
主
務
大
臣
の

命
令
や
勧
告
に
従
わ

な
い
場
合
は
６
月
以

「『専
ら
住
宅
』規
定
は
民
泊
可
能
」

国
交
省
と
溝
埋
ま
ら
ず

特
区

会
議

マ
ン
シ
ョ
ン
標
準

管
理
規
約
と
民
泊
の

関
係
を
巡
り
、
国
土
交

通
省
と
国
家
戦
略
特

区
諮
問
委
員
会
の
間

で
溝
が
埋
ま
ら
な
い
。

特
区
民
泊
の
宿
泊
日

数
を
緩
和
す
る
施
行

令
改
正
に
合
わ
せ
、
国

交
省
は
規
約
の
民
泊

許
容
・
禁
止
の
両
規
定

を
例
示
し
た
い
考
え

だ
が
、
特
区
会
議
は
難

色
を
示
し
て
い
る
。

特
区
民
泊
は
９
月

９
日
の
同
会
議
で
、
現

行
の
最
低
宿
泊
日
数

６
泊
７
日
を
２
泊
３

日
に
緩
和
す
る
こ
と

が
決
定
。年
内
を
め
ど

に
日
数
を
規
定
し
て

い
る
国
家
戦
略
特
区

法
施
行
令
を
改
正
す

る
予
定
だ
。

改
正
に
備
え
、
国

交
省
は
９
月
１
６

日
、
同
会
議
ワ
ー
キ

ン
グ
グ
ル
ー
プ
会
合
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来
年
９
月
ま
で

に

施

行

へ

「
適
用
除
外
」
ル
ー
ル
撤
廃

改
正
個
人
情
報
保
護
法
の
全
面
施
行
ま
で
、
お
よ
そ
あ
と
１
年
。
「
個
人
情
報
取
扱
事
業
者
」
の

要
件
か
ら
取
り
扱
い
量
の
規
定
が
削
除
さ
れ
、
数
に
関
係
な
く
組
合
員
名
簿
や
居
住
者
名
簿
、
要
援

護
者
名
簿
な
ど
の
個
人
情
報
を
扱
う
管
理
組
合
は
全
て
「
個
人
情
報
取
扱
事
業
者
」
に
な
る
。
同
法

所
管
の
個
人
情
報
保
護
委
員
会
は
今
秋
以
降
、
中
小
規
模
事
業
者
向
け
の
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
案
を
公
表

し
、
安
全
管
理
措
置
の
特
例
的
な
対
応
を
例
示
す
る
方
針
。
管
理
組
合
等
の
対
応
方
法
に
つ
い
て
も
、

Ｑ
＆
Ａ
等
の
形
式
を
含
め
示
す
考
え
だ
。

下
の
懲
役
や
罰
金
刑

に
処
せ
ら
れ
る
こ
と

に
な
っ
て
い
る
。

管
理
組
合
等
は
ど

う
対
応
す
べ
き
か
。

法
の
改
正
以
前
か
ら

同
法
の
趣
旨
を
踏
ま

え
、
公
益
財
団
法
人

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理
セ

ン
タ
ー
は
昨
年
１

月
、『
マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
組
合
で
作
成
す
る

名
簿
の
取
扱
い
に
関

す
る
細
則
に
つ
い

て
』
を
発
行
し
、
組

合
員
・
居
住
者
・
要

援
護
者
の
各
使
用
細

則
モ
デ
ル
を
提
示
。

取
得
す
る
個
人
情
報

の
利
用
目
的
や
名
簿

の
管
理
方
法
等
を
明

示
し
て
い
る
。

一
般
社
団
法
人
マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
業
協

会
発
行
の
『
マ
ン
シ

ョ
ン
管
理
業
に
お
け

る
個
人
情
報
保
護
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
』
は
主

に
管
理
会
社
向
け
に

個
人
情
報
取
得
等
に

関
す
る
各
種
書
式
例

を
掲
載
し
、
事
業
者

の
対
応
方
法
を
示
し

て
い
る
。

注
意
し
た
い
の
は

初
め
て
事
業
者
と
な

る
管
理
組
合
等
に
と

っ
て
の
安
全
措
置
。

通
常
、
組
織
的
・
人

的
・
物
理
的
・
技
術

的
と
４
つ
の
安
全
管

理
措
置
が
求
め
ら
れ

て
い
る
お
り
、
本
格

的
に
対
応
す
る
と
な

る
と
、
相
当
な
手
間

が
予
想
さ
れ
る
。

た
だ
個
人
情
報
保

護
委
員
会
は
ガ
イ
ド

ラ
イ
ン
案
で
小
規
模

の
事
業
者
向
け
に
特

例
的
対
応
を
示
す
方

針
だ
。
簡
易
な
措
置
容

認
も
有
り
得
る
。

「
委
員
会
で
も
自

治
会
等
に
配
慮
を
求

め
る
意
見
は
あ
る
。
管

理
組
合
や
自
治
会
等

の
活
動
内
容
を
踏
ま

え
対
応
方
法
を
検
討

し
て
お
り
、
混
乱
が
起

き
な
い
よ
う
、
Ｑ
＆
Ａ

で
等
で
も
示
し
た
い
」

管
理
組
合
等
が
名

簿
の
取
り
扱
い
に
関

し
、
細
則
作
成
で
対
応

す
る
場
合
、
ど
の
程
度

ま
で
規
定
を
整
え
る

べ
き
か
。

同
委
員
会
は
「
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
案
等
は
秋

か
ら
年
内
ま
で
に
は

意
見
募
集
の
形
で
公

表
す
る
」
と
話
し
て
い

る
。(

マ
ン
シ
ョ
ン
管
理

新
聞1016

号)

に
同
省
の
検
討
内
容

を
提
示
し
た
。

特
区
民
泊
へ
の
対

応
に
つ
い
て
、
対
象
が

地
域
限
定
の
た
め
「
標

準
管
理
規
約
は
改
正

し
な
い
が
、
関
係
地
方

自
治
体
や
関
係
団
体

に
通
知
」
と
い
う
形
を

取
る
こ
と
と
し
、
内
容

は
「
①
民
泊
を
許
容
す

る
か
否
か
を
規
約
上

明
確
化
し
て
お
く
こ

と
②
規
約
の
民
泊
許

容
・
禁
止
の
両
規
定
例

（
次
頁
へ
続
く
）

個 人 情 報
保護法改正
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携
帯
基
地
局
設
置

税
務
署
が
収
益
事
業
認
定

管
理
組
合
へ
の
課
税
に
異
議

処
分
の
取
り
消
し
求
め
提
訴

る
と
主
張
し
て
い
る
。

裁
決
書
は
管
理
組

合
を
「
権
利
能
力
な
き

社
団
」
と
判
断
し
て
い

る
。
こ
の
法
的
性
質
に

関
し
管
理
組
合
側
は

「
管
理
組
合
は
一
般

の
権
利
能
力
な
き
社

団
と
は
異
な
っ
た
団

体
」
と
指
摘
。

第
三
者
と
の
行
為

の
責
任
を
各
区
分
所

有
者
は
専
有
部
分
面

積
割
合
で
負
っ
て
い

る
た
め
、
「
実
態
が
権

利
能
力
な
き
社
団
で

あ
っ
て
も
、
法
律
上
は

民
法
上
の
組
合
に
近

い
も
の
と
見
な
く
て

は
な
ら
な
い
」
と
の
考

え
を
示
し
た
。

採
決
の
判
断
根
拠

と
さ
れ
る
１
９
９
１

年
５
月
２
９
日
の
東

京
地
裁
判
決
を
留
保

付
き
で
引
用
し
、
賃
料

の
団
体
へ
の
合
有
的

ま
た
は
総
有
的
帰
属

に
関
し
、
「
管
理
組
合

で
の
区
分
所
有
者
相

互
の
関
係
は
合
有
」
と

指
摘
し
て
い
る
。
共
有

関
係
が
合
有
と
さ
れ

る
民
法
上
の
組
合
は

課
税
さ
れ
な
い
。

管
理
組
合
側
の
代

理
人
を
務
め
る
丸
山

英
氣
弁
護
士
の
コ
メ

ン
ト
…
共
用
部
分
や

管
理
組
合
の
法
的
性

質
、
共
用
部
分
か
ら
生

じ
る
利
益
の
問
題
な

ど
、
争
点
は
マ
ン
シ
ョ

ン
管
理
の
本
質
に
関

わ
る
。
団
体
的
拘
束
を

受
け
る
と
い
う
区
分

所
有
者
と
管
理
組
合

と
の
関
係
も
再
検
討

す
る
必
要
が
あ
る
。

◇

関
係
者
に
よ
る
と
、

管
理
組
合
は
１
０
年

ほ
ど
前
に
通
信
事
業

者
と
屋
上
一
部
に
お

い
て
賃
貸
借
契
約
を

締
結
。
２
年
ほ
ど
前
課

税
通
知
を
受
け
５
年

分
の
法
人
税
等
約
３

０
０
万
円
を
申
告
し

た
。マ

ン
シ
ョ
ン
管
理

に
詳
し
い
税
理
士
は

「
共
用
部
分
か
ら
の

利
益
が
仮
に
年
間
２

０
０
万
円
だ
と
、
５
０

戸
で
は
戸
当
た
り
収

入
４
万
円
。
給
与
所
得

以
外
の
収
入
合
算
２

０
万
円
以
下
は
非
課

税
な
の
で
、
税
務
署

と
し
て
は
管
理
組
合

へ
の
課
税
は
取
り
や

す
く
、
各
区
分
所
有

者
相
手
で
は
手
間
が

掛
か
る
上
、
取
り
に
く

く
な
る
」
と
話
す
。(

マ

ン
シ
ョ
ン
管
理
新
聞

1018

号)

（
前
頁
か
ら
の
続
き
）

③

自
治
体
の
認
定

審
査
時
に
規
約
等
に

よ
り
役
務
提
供
の
履

行
可
能
性
を
確
認
」
の

３
点
を
示
し
た
。

事
務
局
等
に
よ
る

と
、
役
務
提
供
の
項
目

は
自
治
体
の
確
認
が

自
明
の
た
め
不
要
と

さ
れ
て
い
た
が
、
規
約

に
つ
い
て
八
田
達
夫

Ｗ
Ｇ
座
長
等
か
ら
「
民

泊
許
容
の
規
定
は
不

要
と
い
う
意
見
が
あ

っ
た
」
。

八
田
座
長
は
９
月

９
日
の
諮
問
会
議
で

も
「
マ
ン
シ
ョ
ン
の
住

民
が
民
泊
を
望
ま
な

い
な
ら
ば
、
そ
の
旨
を

管
理
規
定
で
定
め
れ

ば
い
い
こ
と
」
と
発
言

し
て
い
る
。
「
現
行
の

規
約
の
ま
ま
で
も
民

泊
は
可
能
」
が
持
論
の

た
め
、
民
泊
禁
止
の
規

定
例
示
は
賛
成
だ
が
、

許
容
の
規
定
は
蛇
足

と
映
る
よ
う
だ
。

一
方
、
石
井
啓
一
国

交
相
は
昨
年
１
２
月

２
２
日
の
記
者
会
見

で
「
現
行
の
標
準
管
理

規
約
で
特
区
民
泊
を

行
う
に
は
規
約
改
正

が
必
要
」
と
真
逆
の
見

解
を
示
し
て
い
る
。

果
た
し
て
２
泊
３

日
の
特
区
民
泊
は
現

行
規
約
の
ま
ま
で
も

で
き
る
の
か
。

佐
藤
将
年
マ
ン
シ

ョ
ン
政
策
室
長
は
「
一

番
誤
解
を
生
ま
な
い

の
は
あ
ら
か
じ
め
管

理
組
合
が
規
約
で
民

泊
を
許
容
す
る
か
否

か
を
明
確
に
す
る
こ

と
だ
が
、
そ
の
規
定
を

例
示
し
た
ほ
う
が
管

理
組
合
に
対
し
親
切
。

現
行
の
規
約
規
定
が

民
泊
に
有
効
か
無
効

か
の
決
着
は
訴
訟
を

行
う
マ
ン
シ
ョ
ン
の

確
定
判
決
を
待
つ
し

か
な
く
、
待
っ
て
い
た

ら
現
場
で
混
乱
が
続

く
」
と
説
明
す
る
。

同
省
は
建
築
基
準

法
の
立
地
規
制
に
関

し
て
は
住
居
専
用
地

域
で
実
施
す
る
場
合
、

地

域

住

民

へ

の

周

知
・
理
解
等
を
求
め
る

こ
と
と
し
、
こ
れ
ら
の

対
応
を
前
提
に
特
区

民
泊
を
「
住
宅
と
し
て

扱
う
」
こ
と
を
自
治
体

等
に
通
知
す
る
方
針

だ
。(

マ
ン
シ
ョ
ン
管

理
新
聞1019

号)

事
件「賃料は区分所有者に帰属」

訴
状
等
に
よ
る
と
、

管
理
組
合
は
賃
料
等

へ
の
法
人
税
課
税
に

対
し
、
税
務
署
に
更
正

を
請
求
、
否
認
さ
れ
、

異
議
申
し
立
て
と
審

査
請
求
で
も
却
下
さ

れ
た
た
め
、
処
分
と
地

元
国
税
不
服
審
判
所

の
採
決
判
断
の
取
り

消
し
を
求
め
、
提
訴
に

踏
み
切
っ
た
。

管
理
組
合
側
が
強

調
し
て
い
る
主
張
は

「
共
用
部
分
の
所
有

者
で
な
い
管
理
組
合

に
賃
料
は
帰
属
し
な

い
」
と
い
う
点
。

審
判
所
採
決
書
の

「
賃
料
は
い
っ
た
ん

管
理
組
合
に
帰
属
し
、

決
議
等
に
よ
っ
て
各

区
分
所
有
者
に
帰
属

す
る
」
と
い
う
主
張
に

対
し
、
「
論
理
が
逆
」

と
指
摘
。
「
賃
料
は
所

有
者
で
あ
る
各
区
分

所
有
者
に
即
時
か
つ

最
終
的
に
帰
属
」
し
、

管
理
規
約
で
共
用
部

分
等
の
利
用
を
集
会

決
議
で
き
る
が
、
そ
の

規
約
も
課
す
か
は
区

分
所
有
者
の
自
由
で
、

採
決
の
判
断
は
「
基
本

的
前
提
を
無
視
」
し
て

お
り
、
管
理
組
合
に
収

益
が
帰
属
し
て
い
な

い
以
上
、
課
税
は
で
き

な
い
と
し
て
い
る
。

通
信
事
業
者
と
締

結
し
た
契
約
は
「
所
有

権
の
な
い
管
理
組
合

が
、
権
限
の
な
い
者
と

し
て
行
っ
た
契
約
」
と

し
て
、
自
ら
無
効
で
あ

マ
ン
シ
ョ
ン
の
屋
上
に
設
置
さ
れ
た
携
帯
電
話
基
地
局
の
賃
貸
料
を

「
収
益
事
業
」
と
位
置
付
け
、
管
理
組
合
を
収
益
の
帰
属
主
体
と
判
断
・

課
税
し
た
地
元
税
務
署
に
対
し
、
金
沢
市
内
の
管
理
組
合
が
９
月
９
日
、

処
分
の
取
り
消
し
を
求
め
東
京
地
裁
に
提
訴
し
た
。
管
理
組
合
側
は
「
管

理
組
合
は
共
用
部
分
を
所
有
し
て
お
ら
ず
、
所
有
し
な
い
管
理
組
合
に
収

益
は
帰
属
し
な
い
」
と
主
張
。
課
税
す
る
場
合
の
対
象
は
「
各
区
分
所
有

者
」
だ
と
し
て
い
る
。


